
図」
生活を送れるようにする。 国民年金保険料納付率 目標 71 72.5 74 74 ① 市政に関するアンケート調査

③ ％
実績 74 成果指標の ② 市政に関するアンケート調査

生活保護受給世帯から自立した世帯数 目標 20 23 26 28 取得方法 ③ 栃木年金事務所資料
④ 世帯

実績 25 ④ 社会福祉課資料

２．基本事業の目的と成果把握
基本事業名 対象 意図 成果指標 区分 単位 R4 R5 R6 R7 基本事業名 対象 意図 成果指標 区分 単位 R4 R5 R6 R7

地域福祉活動 ①市民 ①福祉活動に参加 社協に登録してい 目標 3,300 3,350 3,400 3,450 国民健康保険 ①国民健康保険 ①国民健康保険制 1人当たりの医療 目標 2.1 2.1 2.1 2.1
① 人 ① ％

の推進 ②避難行動要支 する人が増え、地 るボランティア数 実績 3,805 制度の安定し 被保険者 度が安定して運営 費の伸び 実績 4

援者 域福祉が推進され 民生委員等の1人 目標 125 130 135 140 た運営と国民 ②国民年金被保 され、必要な時に 制度の周知啓発回 目標 18 18 18 18
② 日 ② 回

る。 当たりの活動日数 実績 118 年金制度の周 険者（第1号） 医療が受けられる 数 実績 18

②個別計画を作成 避難行動要支援者 目標 24.9 26.6 28.3 30 知・啓発 。 目標
③ ％ ③

する。 の個別計画同意率 実績 22.5 ②年金制度の必要 実績

目標 性を理解してもら 目標
④ ④

実績 う。 実績

生活困窮者へ ①生活困窮世帯 ①経済的に自立し 自立相談支援事業 目標 70 70 70 70 生活保護の適 ①生活保護受給 ①生活保護制度の ジェネリック医薬 目標 85 85 85 85
① ％ ① ％

の自立支援 た生活を送っても による就労割合 実績 63.9 正運営と就労 世帯 適正な運営を図る 品の使用率 実績 85.4

らうようにする。 学習支援事業によ 目標 70 70 70 70 支援の強化 。 対象者のうち就労 目標 65 65 65 65
② ％ ② ％

る高校進学割合 実績 100 した人の割合 実績 72.5

目標 目標
③ ③

実績 実績

目標 目標
④ ④

実績 実績

３．施策及び基本事業の目標達成度評価
令和4年度施策の取組方針 施策の取組方針・成果指標達成状況

・地域福祉を推進するため、民生委員児童委員の活動や社会福祉協議会の運営を支援するとともに、成年後見制度 【施策の取り組み方針】

についての研修会を開催するなど制度の周知を図る。 ■ 全て達成 ・地域福祉の推進にあたり、社会福祉協議会及び民生委員児童委員協議会の財政的・人的支援を実施するととも

・避難行動要支援者制度の周知・啓発を行い、避難行動要支援者の個別計画の作成に同意する方の割合の向上を図 に、成年後見制度利用促進協議会の設置後会議を開催し、成年後見制度の周知・啓発の方法について検討した。
取組

るとともに、計画作成における福祉専門職等の参画に向けて関係機関と協議を行う。 □ 一部未達成 ・避難行動要支援者制度の周知・啓発を行い、個別計画作成同意率の向上を図った。
方針

・国民健康保険制度を安定して運営するため、保険給付費の適正化及び、重症化予防等の保健事業に取り組む。 ・国民健康保険を安定的に運営するため、各種事業に取り組んだほか、制度の周知・啓発を図った。

・日本年金機構と連携し、国民年金

令

制度の周知・啓発に取

和

り組む。 □ 全て未達成

５

・年金制度の周知・啓

年

発を図るとともに、受

度

給資格要件確保のため

　

年金事務所と連携し未

施

納者対策を行った。
施

策

・生活困窮者自立支援

・

法に基づき、自立相談

基

支援事業を実施すると

本

ともに、生活困窮世帯

事

の中学生の学力向上や

業

高 ・生活困窮者自立支

マ

援法に基づく任意事業

ネ

である学習支援事業を

ジ

実施した。
策

校進学に

メ

向けた学習支援事業を

ン

実施する。 ・生活保護

ト

制度の適正運用のため

シ

、ジェネリック医薬品

ー

の使用や早期受診・早

ト

期治療を啓発した。

・

　

生活保護制度の適正な

（

運用を図るため、ジェ

令

ネリック医薬品の使用

和

や早期受診・早期治療

４

を啓発し、医療扶助の

年

□ 全て達成 ・稼働能力

度

を有する被保護受給者

実

への就労支援の中で、

績

生活保護受給者等就労

に

自立促進事業への参加

基

を促した。

削減を推進

づ

する。 【成果指標達成

く

状況】
成果

・ハローワ

評

ークと連携し、生活保

価

護世帯の自立に向けた

）

就労支援を行う。 ■ 一

 

部未達成 ・コロナ禍で

作

、福祉活動をしている

成

人の割合は目標を下回

日

ったが、少しずつ割合

 

は増加傾向にある。
指

 

標
・各種事業に取組み

令

、国保制度の安定化を

和

図ったが、「満足して

 

いる被保険者の割合」

6

は、目標を下回った。

年

□ 全て未達成 ・日本年

 

金機構と連携し、年金

3

制度の周知・啓発を行

月

い、年金保険料納付率

 

向上につながり目標を

5

上回った。

・生活保護

日

受給世帯から自立した

基

世帯数は就労支援等の

本

自立支援により目標を

目

上回った。

基本事業名

標

令和4年度基本事業の

名

取組方針 基本事業の取

0

組方針・成果指標達成

3

状況 基本事業名 令和4

健

年度基本事業の取組方

や

針 基本事業の取組方針

か

・成果指標達成状況

地

で

域福祉活動の推 ・地域

元

福祉活動の担い手であ

気

る民生 取組方針 ■ 全て

に

達成 □ 一部未達成 □ 全

暮

て未達成 国民健康保険

ら

制度 ・保険給付費の適

せ

正化事業や重症化 取組

る

方針 ■ 全て達成 □ 一部

ま

未達成 □ 全て未達成

進

ち

委員児童委員の活動や

づ

、社会福祉協 成果指標

く

□ 全て達成 ■ 一部未達

り

成 □ 全て未達成 の安定

社

した運営と 予防等の保

会

健事業に取り組み、医

福

療 成果指標 □ 全て達成

祉

■ 一部未達成 □ 全て未

課

達成

議会の運営の支援

政

を行う。 【基本事業の

策

取組方針達成状況】 国

体

民年金制度の周 費の伸

系

びを抑制する。 【基本

政

事業の取組方針達成状

　

況】

・任期満了に伴う

策

民生委員児童委員 ・地

　

域福祉の推進にあたり

名

、中心的役割を担う社

0

会福祉協議会及び 知・

3

啓発 ・ 国民年金制度

助

の周知・啓発を推 ・医

け

療費適正化に向け、各

合

種事業に取り組んだほ

い

か、ジェネリック

の一

生

斉改選を円滑に行う。

き

民生委員児童委員協議

が

会への財政的・人的な

い

支援を行った。 進する

を

。 医薬品の利用促進を

実

図るため、差額通知の

感

発送や、啓発事業に取

で

り

・避難行動要支援者

き

制度の周知・啓 ・任期

る

満了に伴い、民生委員

ま

児童委員の一斉改選を

ち

行った。 組んだ。また

づ

、きめ細やかな納付相

く

談及び制度啓発により

り

国保財政

発を行い、個

施

別計画作成の推進を図

策

・制度の周知・啓発を

主

行い、個別計画作成同

管

意率の向上を図った。

課

の健全化を図った。

る

長

。また、個別計画作成

施

における福 ・成年後見

　

制度利用促進協議会を

策

設立し、会議を開催。

　

成年後見制 ・広報紙や

名

市ホームページの他、

0

成人式などの機会をと

3

らえ、国民

祉専門職の

地

参画について関係者と

域

意 度の周知・啓発の方

福

法について検討した。

祉

年金制度の周知・啓発

の

を行った。

見交換を行

推

う。 ・地域福祉計画等

進

の策定に着手し、地域

と

から意見の聴取を行っ

生

た。 【成果指標達成状

活

況】

・成年後見制度に

保

ついて、協議会を 【成

障

果指標達成状況】 ・1

の

人当たりのの医療費の

確

伸びは、新型コロナウ

保

イルス感染が落ち

設立

窪

し、制度の充実を図る

　

。 ・社会福祉協議会の

順

登録ボランティア数は

也

、目標を上回った。 着

施

いてきたことで、受診

策

控えしていた患者が戻

関

ってきたことにより

・

係

第４期地域福祉計画等

課

の策定に着 ・民生委員

市

等の活動日数は、コロ

民

ナの影響もあり目標を

生

下回った。 、目標を下

活

回ったと考えられる。

課

基
手する。 ・避難行動

、

要支援者の個別計画同

市

意率は、制度の周知・

民

啓発に努め ・（国民年

課

金）制度の周知啓発回

、

数は、目標どおり実施

田

できた。
本

るも目標を

沼

下回った。
事

生活困窮

行

者への自 ・生活困窮者

政

に対して、包括的かつ

セ

取組方針 ■ 全て達成 □

ン

一部未達成 □ 全て未達

タ

成 生活保護の適正運 ・

ー

家庭訪問を計画的に実

、

施し、生活 取組方針 ■

葛

全て達成 □ 一部未達成

生

□ 全て未達成
業

立支援

行

継続的な相談支援を実

政

施し、早期自 成果指標

セ

□ 全て達成 ■ 一部未達

ン

成 □ 全て未達成 営と就

タ

労支援の強 状況の把握

ー

や受診指導、収入申告

、

指 成果指標 ■ 全て達成

障

□ 一部未達成 □ 全て未

が

達成

立を促進する。 【

い

基本事業の取組方針達

福

成状況】 化 導、調査等

祉

を適切に行い、生活保

課

護 【基本事業の取組方

、

針達成状況】

・貧困の

医

連鎖を防止するため、

療

生活 ・生活困窮者自立

保

支援事業を社会福祉協

険

議会へ委託し、自立促

課

進の の適正運営を図る

、

。 ・生活保護の適正運

い

営を図るため、計画的

き

に家庭訪問を実施し、

い

生

困窮世帯の中学生に

き

対して学習支援 ための

高

支援を行った。 ・訪問

齢

や通知の際に、ジェネ

課

リック 活状況の把握や

１

受信指導、収入申告指

．

導、調査等を適切に行

施

った。

を行い、高等学

策

校への進学率を向上 ・

の

学習支援事業を社会福

目

祉法人とちのみ会へ委

的

託し、進学率向上の 医

と

薬品の原則使用や早期

成

受診、早期 ・保護受給

果

者への家庭訪問や通知

把

発送の際、ジェネリッ

握

ク医薬品の

させる。 た

こ

めの支援を行った。 治

の

療について啓発し、医

施

療扶助の削 原則使用や

策

早期受診・早期治療に

は

努めるよう啓発した。

、

【成果指標達成状況】

誰

減を図る。 ・就労相談

、

員とケースワーカーが

何

ハローワークと連携し

を

、就労支援

・自立相談

対

支援事業による就労支

象

援者のうち就労した人

と

数の割合は ・就労相談

し

員とケースワーカーが

て

ハ 対象者の就労意欲を

い

高め、就労に至るよう

る

に求職活動を支援した

か

。

、ハローワークとの

対

連携により行うも、目

象

標をやや下回った。 ロ

指

ーワークと連携し、就

標

労支援対象 【成果指標

単

達成状況】

・学習支援

位

事業に参加した中学3

R

年生のうち高校に進学

4

した人数の 者の就労に

R

対する意欲やモチベー

5

シ ・ジェネリック医薬

R

品の使用率は、医療扶

6

助の削減を推進により

R

、

割合は、事業に参加

7

した中学３年生全員が

①

高校へ進学することが

地

で ョンを高め、就労活

域

動を支援する。 目標を

で

わずかに上回った。

き

福

、目標を上回った。 ・

祉

生活保護受給世帯での

活

就労割合は、各相談員

動

と関係機関との連携

で

を

就労活動を支援するこ

し

とで、目標値を上回っ

て

た。

４．施策の基本情

い

報
社会情勢変化、国・

る

県の動向、市民・議会

人

意見等 施策の成果向上

の

に向けての役割分担

・

割

東日本大震災や令和元

合

年東日本台風被害等に

の

より、多くの市民が家

増

族による支え合いや地

加

域住民、友人等 市民 事

が

業所 行政

施 とのお互い

、

の助け合いが大切であ

地

ることを改めて認識し

域

た。 ・福祉ボランティ

福

ア活動、地域行事など

祉

に参加 ・地域で活動す

①

る福祉ボランティアの

市

育成、 ・地域福祉計画

民

に基づき、地域福祉（

①

互助・

策 ・災害対策基

佐

本法が改正され、避難

野

行動要支援者ごとの個

市

別避難計画の作成が努

の

力義務となった。 する

人

。 支援を行う。 共助・

口

公助）を推進する。

の

人

・平成28年度決算審

1

査要望書に「医療費の

1

適正化を図るとともに

5

、収納率向上対策など

,

を着実に実施し、財 ・

7

適正な受診行動により

0

医療費の適正化に努め

0

・被用者保険の適用拡

を

大に対する理解を促進

推

・地域福祉の担い手で

進

ある民生委員児童委員

す

基 政の健全化を目指さ

る

れたい。」との記述が

各

ある。 、国保税を納期

種

内に納付する。 し対応

事

する。 や福祉ボランテ

業

ィアの活動を支援する

の

。

本 ・新型コロナウイ

効

ルス感染拡大の影響に

果

よる離職や所得の減少

と

から、生活困窮者が増

判

加している。 ・適正な

断

年金手続きを行う。 ・

で

地域で生活困窮者等に

き

対する支援や相談活 ・

る

国保の保険者としての

。

役割を果たす。

本 ・高

施

齢化社会の進展等に伴

策

い、成年後見制度の必

の

要性が高まっている。

目

動を行う。 ・国民年金

的

制度の周知啓発を推進

②

する。

情 ・安定した質

国

の良い雇用に努める。

民

・生活困窮者が生活保

健

護に至らないよう支援

康

報 する。

・生活保護制

保

度の適正運営に努め、

険

最低限度

の生活水準を

被

保障し、早期自立を支

保

援する。

５．施策全体

険

の総括・今後の課題・

者

今後の方向性
施策の成

②

果実績と施策の基本情

国

報及び施策コストに関

民

する全体総括 今後の課

健

題 今後の方向性

・地域

康

福祉の推進にあたり、

保

社会福祉協議会及び民

険

生委員児童委員協議会

被

の財政的・人的な支援

保

を実施した。 【令和5

険

年度で解決する課題】

者

①社会福祉協議会の運

数

営及び民生委員児童委

（

員の活動を支援する

・

年

避難行動要支援者名簿

度

及び個別計画について

平

、要支援者3,605

均

人のうち、個別計画作

）

成者数は811人で、

人

同意率 特になし ②避難

2

行動要支援者制度の周

5

知・啓発を行い、個別

,

計画作成同意率の
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国
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民
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健
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保
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険
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満

ェネリック医薬品の利
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増
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国
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民
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康
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」

金受給資格要件確保の
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度重点課題】 納者対策
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）
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おり、引き続き
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本人の状況に応じた包
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,
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7

護費の約50％を占め
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各
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事

つけることができた。

業

ェネリック医薬品の使
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用啓発を行うとともに
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、ハローワークと連携
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受診・早期治療に努め

き

る ながら個々にあった
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保
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給

決算額は約37億5,
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帯
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④
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,70
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護

、コロナ関連事業費の

受

減少による。

給世帯（年度平均） 世帯 1,037 成果指標 ③国民年金保険料納付率の増加が、受給資格要件確保対策

この施策によって、「対象」をどういう状態にするのか 成果指標（意図の達成度を表す指標） 区分 単位 R4 R5 R6 R7 設定の考え方 の効果と判断できる。

①住み慣れた地域で安心して暮らせるようにする。 地域で福祉活動をしている人の割合 目標 12 12.5 13 13.6 ④生活保護から自立した世帯の増加が、就労支援の効果と
① ％

②安心して医療を受けられるようにする。 実績 8.5 判断できる。

③国民年金受給資格要件を確保できるようにする。 国民健康保険事業に満足している被保険者 目標 60.6 60.7 60.8 60.9
施策の目的 ② ％

④最低限度の生活を保障するとともに、経済的に自立した の割合 実績 60
「意　


